
 
 
 
 

平成１９年１１月９日 

 

 

平成１９年度（第９期）中間決算について 

               
 
 

  西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）の平成１９年度（第９期）中間決算に

ついて、別添のとおりお知らせします。 

 
 

（別 添） 

１． 当期の事業の概況 

２． 中間比較貸借対照表 

３． 中間比較損益計算書 

４． 中間株主資本等変動計算書 

５． 中間営業実績 

６． 中間比較キャッシュ・フロー計算書 

７． その他 

 

 
 
 
 

【本件に関するお問い合わせ先】 

ＮＴＴ西日本 財務部 会計部門 

内田・柿原   

ＴＥＬ :０６－４７９３－３１４１ 

E-Mail：kessan-info@west.ntt.co.jp 
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１．当 期 の 事 業 の 概 況 

 

当上半期における我が国の経済は、設備投資の弱い動きや雇用情勢の厳しさが見られる

ものの企業収益は改善し、また個人消費も持ち直すなど、景気は回復傾向が続きました。 

情報通信分野におきましては、「ｕ－Ｊａｐａｎ政策」「ＩＴ新改革戦略」、更には「次世

代ブロードバンド戦略２０１０」が目指すブロードバンドによるユビキタスネットワーク

社会の形成に向け、次世代ネットワーク構築に関する取り組みが加速するとともに、イン

ターネット・ＩＰ電話・映像配信の融合・連携によるトリプルプレイサービスの拡大、更

には、ＩＰ化に伴う固定と移動、通信と放送等、サービスの融合が進展するなど、市場環

境は大きく変化しております。 

特に著しく成長を続けるブロードバンド市場におきましては、ＤＳＬサービスの純減が

続く一方、光アクセスサービスがブロードバンドサービスの本命として本格的な拡大期を

迎えている中、電力系事業者をはじめとする競争各社が、光アクセスサービスを積極的に

展開しており、お客様獲得競争が熾烈化しております。 

一方、固定電話市場におきましては、携帯電話の利用拡大、光ＩＰ電話への急速なマイ

グレーション、ドライカッパを用いた直収電話サービスの拡大等により、トラヒックが減

少し、市場全体の縮退が続く中で、取り巻く事業環境は厳しさを増しております。 

このように極めて厳しい事業環境の中で、当社は、良質かつ安定的なユニバーサルサー

ビスの提供に努めるとともに、「ＮＴＴグループ中期経営戦略」、並びに「ＮＴＴ西日本グ

ループ中期ヴィジョン」の実現に向け、「固定電話から光・ＩＰへの収益構造の早期転換」

を目指し、光アクセスサービス及び光ＩＰ電話サービスのラインナップの充実、ブロード

バンドアプリケーションサービスの高機能・高品質化、地域の活性化や発展に貢献するソ

リューションビジネスの展開など、具体的には以下の取り組みを積極的に実施して参りま

した。 

 

<1>ブロードバンドビジネスの展開 

ⅰ．光アクセスサービスの充実 

光アクセスサービスにつきましては、平成 13 年 8月から「Ｂフレッツ」の本格提

供を開始し、その後、お客様の多様化するニーズにお応えするため、ＩＰｖ６対応

による高品質なテレビ電話機能やセキュリティ機能の標準装備など高機能化を図り、

平成 17 年 3 月から戸建住宅向けの「フレッツ・光プレミアム ファミリータイプ」

を、平成 17 年 4 月から集合住宅向けの「フレッツ・光プレミアム マンションタイ

プ」を、更に平成 18 年 8 月から事業所向けの「フレッツ・光プレミアム エンター

プライズタイプ」を提供開始するなどサービスラインナップの充実に取り組んで参

りました。 

当上半期におきましては、集合住宅の形態や設備状況等により光アクセスサービ

スをご利用いただけなかったお客様からのご要望にお応えするために、集合ＶＤＳ

Ｌ装置の小型化を図り、小規模集合住宅向けの「フレッツ・光プレミアム マンショ
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ンタイプ ミニ」を本年 9月から提供開始いたしました。 

加えて、お客様サービスの向上を図る観点から、光通信サービス即決管理システ

ム（AQROS：アクロス）によるリードタイム（申込み～開通）短縮などを実施して参

りましたが、より一層の利便性向上を目的として、フレッツ公式サイト

（http://flets-w.com）上で、24時間お客様ご自身が希望工事日を決められる「Ｗ

ｅｂ即決」を本年 7月から開始いたしました。 

こうした取り組みの結果、「フレッツ光（「Ｂフレッツ」と「フレッツ・光プレミ

アム」の総称）」の西日本エリアにおける契約数につきましては、サービス提供開始

以来、4 年 1 ヶ月を要した 100 万回線の突破から、その後約 1 年で 200 万回線を突

破し、更に約 11ヶ月後の本年 7月には、300 万回線を突破いたしました。 

 

ⅱ．ブロードバンドアプリケーションサービスの充実 

光ＩＰ電話サービスにつきましては、通話料金の低廉化及び高品質なＩＰ電話サ

ービスへの需要の高まりに対応するため、平成 15 年 10 月から大規模事業所向けに

「ひかり電話ビジネスタイプ」を、平成 16 年 9月から戸建・集合住宅向けに「ひか

り電話」を、平成 18年 6月から中小規模事業所向けに「ひかり電話オフィスタイプ」

を提供開始し、平成 18 年 10 月から「ひかり電話」に、6つの付加サービスと最大 3

時間分の通話料をパッケージ化し、割安な料金でご利用いただける新料金プラン「ひ

かり電話Ａ（エース）」を提供開始するなどサービスラインナップの充実に取り組ん

で参りました。 

当上半期におきましては、低コストで光ＩＰ電話サービスをご利用になりたい等

のご要望にお応えし、「ひかり電話ビジネスタイプ」のご利用にあたり必要となるア

クセス回線として、これまでの「ビジネスイーサ」「Ｂフレッツ ベーシックタイプ」

に加え、「フレッツ・光プレミアム エンタープライズタイプ」を本年 4 月から新た

に追加いたしました。 

また、平成 15年 1月から提供開始しております、企業等におけるグループ内通信

が可能な「フレッツ・グループ」の新プランとして、より簡易かつ安価にお使いい

ただくため、従来の「Ｂフレッツ」及び「フレッツ・ＡＤＳＬ」に加え、「フレッツ・

光プレミアム」もアクセスラインに利用できる「光プレミアム対応プラン」を本年

4月から提供開始いたしました。 

更に、昨今の家庭における防犯への関心の高まりに対応するため、「フレッツ・光

プレミアム」などのブロードバンド回線を利用し、ご家庭に安心と便利をお届けす

る「フレッツ ホームセキュリティ」を本年 7 月から提供開始し、そのラインナップ

として、フレッツフォンや携帯電話等を使って、遠隔地から簡単にご自宅の様子を

モニタリングできる「ひかりホームカメラ ＨＣ－１０００」、及びご自宅で起こっ

た異常等をセンサが検知し、出先のパソコンや携帯電話に通知できる機能や、携帯

電話等を使ってご自宅の家電製品のスイッチを遠隔操作できる機能を搭載した「フ

レッツ ホームセキュリティ ＨＳ-１０００」の販売を開始いたしました。 
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ⅲ．光ブロードバンドサービスの品質向上に向けた取り組み 

技術革新や市場環境の変化が続く中、お客様ニーズへ的確に対応していくため、

光アクセス技術のプロとして、計画～構築～保守までの一連の業務を掌握し、テク

ニカルスキルのみならず、応用力、直感力が働く技術者を育成することを目的に「光

プロフェッショナルカレッジ」を本年 4月に設立いたしました。 

また、今後のサービス基盤となる次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の本格提供を控

え、サービスオペレーション業務等の高度ＩＰ系技術者の育成が急務であり、従来

の電話サービス等を維持するための実践的な技能向上も必要となっていることから、

ＮＴＴ西日本エリアの６つのブロックに「テクノカレッジ」を本年 7 月以降、順次

開校してきております。 

本取り組み等により、ＮＴＴ西日本グループにおける高度ＩＰ技術者の積極的な

育成を図って参ります。 

 

<2>ソリューションビジネスの展開 

ソリューションビジネスにつきましては、これまでのノウハウ・実績を活かした情報

ハイウェイや地域イントラネットの構築、ＦＴＴＨ整備モデルの展開を中心とした通信

基盤整備事業に加え、電子自治体ビジネス事業の推進による公共ビジネスを展開して参

りました。 

また、昨今の市場トレンドに即した内部統制、ＢＣＰ（Business Continuity Plan：

事業継続計画）、及びセキュリティなどのソリューションビジネスを中心とした民需ビ

ジネスの積極的な展開に加え、本年 5月からは、近年の企業におけるＣＳＲへの関心の

高まりを受け、主に中堅・中小企業におけるＣＳＲに関連する課題を解決し、各企業の

状況に最も適したＣＳＲ活動の推進を支援するＩＴシステムやネットワークの構築及

び運用を行う「ＣＳＲソリューション」を提供開始するとともに、より品質の高いご提

案を行うため、ＮＴＴ西日本の本社及び全支店に「ＣＳＲソリューションビジネス推進

体制」を新たに構築いたしました。 

更に、企業や自治体等の公開Ｗｅｂサーバへの不正アクセス等による、ホームページ

改ざんや個人情報漏えい等のセキュリティ事故が発生した際に、原因分析、解決策の提

案を行う「情報セキュリティインシデント対応サービス」を本年 8月から提供開始いた

しました。 

加えて、離島や山間部など光アクセスサービスの低需要エリアを多く抱えている状況

の中、デジタル・ディバイドを改善するため、地域情報化計画の支援や、ＩＲＵ(*1)を

活用した地方自治体に対する取り組みを実施して参りました。 

*1：Indefeasible Right of User：関係者の合意がない限り、破棄できない永続的な回線使用権 

 

<3>事業運営体制の見直し 

光ブロードバンドサービスの普及・拡大に向けて、今後益々の重要性が高まる中小法

人・ＳＯＨＯ市場及び販売代理店に対する営業力の強化、並びにお客様サービスの一層

の向上を図る観点から、本社組織の見直しを実施いたしました。 
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具体的には、マーケティング部を、中小法人・ＳＯＨＯ向け営業を推進する「オフィ

ス営業部」、販売代理店向け営業を推進する「ビジネスパートナー営業部」及びコンシ

ューマ向け営業を推進する「マーケティング部」の３部に再編するとともに、当該３部

を統括し全体に関わる方針策定等を行う「営業本部」を設置いたしました。 

また、大規模・中堅法人向け営業推進のミッションをより明確にするため、ソリュー

ション営業本部の名称を「法人営業本部」に変更いたしました。 

更に、全社的ＢＰＲの取り組みを踏まえた全体最適な社内システムの構築を行うため、

本社各組織に分散する主要なシステムの開発機能と、システム開発の方針・計画策定な

どを含む技術部の全機能を統合し、新たに「技術革新部」を設置いたしました。 

加えて、ＮＴＴ西日本グループが展開するソリューション分野におけるシステムエン

ジニアリング業務や、ＩＰ系に関わる故障受付業務などを中心とした人材を派遣する新

会社として、平成 18年 3月の「株式会社ＮＴＴ西日本－東海アイティメイト(*2)」の設

立、及び本年 3 月の「株式会社ＮＴＴ西日本－中国アイティメイト」「株式会社ＮＴＴ

西日本－四国アイティメイト」「株式会社ＮＴＴ西日本－九州アイティメイト」の設立

に続き、本年 9月に「株式会社ＮＴＴ西日本－関西アイティメイト」を新たに設立いた

しました。 

*2：平成 19年 7月 1日に「株式会社アイティメイト東海」より社名変更 

 

<4>ＣＳＲの推進に向けた主な取り組み 

ＮＴＴ西日本グループにおけるＣＳＲにつきましては、経営の重要な柱と位置づけ、

本業を通じてお客様・地球環境・地域社会に対する「社会的価値」、株主の皆様に対す

る「経済的価値」、社員に対する「人間的価値」を創造することにより、社員一人ひと

りが企業価値を高めていく価値創造活動を継続的に展開して参りました。 

具体的には、ＣＳＲの考え方や活動をわかりやすく解説した社員向け小冊子の発行を

はじめ、ＣＳＲ推進体制の整備、セミナー・研修の開催、及び各種情報発信などによる

ＣＳＲに対する「理解」を促進するとともに、ＣＳＲの更なる「浸透・定着」を図るた

め、「社会的価値の増大」「経済的価値の増大」「人間的価値の増大」「コンプライアンス」

の４つのミッションに対する、ＮＴＴ西日本グループ統一の行動目標及び数値目標を示

したアクションプランを策定し、アクションプランに基づく、「実行・展開」「成果の確

認」「取り組みの改善」によるＰＤＣＡサイクルの徹底等に取り組んで参りました。 

また、ＣＳＲ推進の基本となるコンプライアンス及びビジネスリスクマネジメントの

徹底を図るため、飲酒運転根絶キャンペーンの展開や企業倫理強化月間の設定などを通

じ、高い倫理観の醸成と不正・不祥事を起させない組織風土づくりを徹底して参りまし

た。 

情報セキュリティにつきましては、「個人情報保護に関する法律」を踏まえ、ＮＴＴ

西日本グループ会社等に対する情報管理の徹底に向けた研修、システムログ及びアクセ

ス権限付与状況のチェック、社員宅の個人所有のＰＣ端末等における会社情報の保存の

有無に関する一斉点検等を実施するとともに、お客様情報保護等に関するＷｅｂを用い

た自己診断理解度チェックを継続的に実施して参りました。 
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当上半期におきましては、新たにファイル交換ソフトの脅威やウィルス感染による情

報流出の危険性を再認識するためにビデオを作製し、全社員研修において更なる意識付

けを図るなど、会社をあげてお客様情報保護の強化に努めて参りました。 

 

以上に加え、豪雨、台風及び震災といった災害発生時に、地域社会の一員として、より

「安心」でより「安全」な社会づくりに貢献することを目的に、従来の災害復旧活動を更

に進化させ、災害等で被災されたお客様の「生活復旧」や「ビジネス復旧」を支援する「お

客様支援機能」を本年 9月から順次、ＮＴＴ西日本エリアの全 33支店に展開し、地域に密

着した災害復旧の更なる取り組みを推進して参りました。 

 

また、安定した通信サービスの提供に向け、これまでも通信設備工事の品質・安全等の

維持向上に取り組んで参りましたが、「お客様の視点に立った工事」「コンプライアンスを

重視した工事」の更なる推進、及び工事に関するお客様のご意見・ご要望等を承り、迅速

な対応に努めるため、ＮＴＴ西日本と工事委託会社が一体となり、「きっちり工事運動（Ｋ

Ｋ運動）」を展開するなど、お客様に更に安心していただける設備工事の実施について取り

組んで参りました。 

 

更に、「ＮＴＴグループ中期経営戦略」の具現化に向け、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）

の本格的な商用サービスの提供を行うため、平成 18 年 12 月に開始したフィールドトライ

アルを本年 4 月から一般のお客様に拡大し、お客様ニーズの把握に努めて参りました。こ

のフィールドトライアルを踏まえながら、幅広い分野の事業者様との連携を図りつつ、高

品質な映像配信等の映像コミュニケーションや情報家電を利用したサービスといった多彩

なサービスを提供することにより、豊かなコミュニケーション環境の創造や新たなビジネ

ス機会の創出を目指した取り組みを推進して参りました。 

 

こうした取り組みのベースとして、お客様に安心してサービスをご利用いただけるよう、

ＮＴＴ西日本グループ全体で「カスタマー・ファースト活動」を更に推進していくことで、

引き続きお客様からの信頼確保に努めて参りました。 

 

 

以上の取り組みの結果、当上半期における営業収益は、９，３９７億円（前年同期比２．

１％減）となり、経常利益は２２６億円（前年同期比１７．１％増）となりました。 



(単位　百万円)

２，８６３，５９７ ２，７４０，２１９ △ １２３，３７７

６０２，３４７ ５１６，１９０ △ ８６，１５６

９，７４５ ９，５４７ △ １９８

２７，０１０ ２５，５２９ △ １，４８０

８３８，６４９ ８２９，４１８ △ ９，２３１

６，２１３ ５，８２１ △ ３９１

６１８，５４５ ６１０，４５４ △ ８，０９０

４，１８１ ３，７９６ △ ３８４

５０３，４８９ ４８４，９００ △ １８，５８９

１９，６３９ ２３，００８ ３，３６９

２３３，７７４ ２３１，５５１ △ ２，２２３

１０７，１９７ １０４，００１ △ ３，１９６

２，９７０，７９４ ２，８４４，２２０ △ １２６，５７３

２７６，５０１ １６９，４３６ △ １０７，０６５

７３，８３８ ７０，６１９ △ ３，２１８

△ １，５５５ △ １，４４３ １１１

３４８，７８４ ２３８，６１２ △ １１０，１７１

３，３１９，５７９ ３，０８２，８３３ △ ２３６，７４５

６０，７１０ ５０，８５５ △ ９，８５５

２７５ ３２ △ ２４３

３７１，９２５ ３３３，３７８ △ ３８，５４６

３２，５７７ ３１，９６６ △ ６１１

８７，９８０ ７６，４０６ △ １１，５７４

△ ２，０２５ △ ２，６９８ △ ６７３

５５１，４４４ ４８９，９４０ △ ６１，５０３

３，８７１，０２３ ３，５７２，７７３ △ ２９８，２４９

端 末 設 備

有 形 固 定 資 産

機 械 設 備

空 中 線 設 備

市 内 線 路 設 備

資 産 合 計

 ２．中間比較貸借対照表 

当 中 間 期 末

増    減 (△)

(平成19年３月31日) (平成19年９月30日)

前　　期　　末

科　　　　　　　　　目

電気通信事業固定資産

(　 資 　産　 の 　部 　)

固 定 資 産

市 外 線 路 設 備

土 木 設 備

海 底 線 設 備

建 物

建 設 仮 勘 定

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

その他の投資及びその他の資産

電気通信事業固定資産合計

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

流 動 資 産

貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

受 取 手 形

売 掛 金
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(単位　百万円)

１，０７４，７５７ １，０２８，４４９ △ ４６，３０７

５４８，１６５ ３８９，５５０ △ １５８，６１４

２０，７８０ ２０，６２１ △ １５９

１，６４３，７０２ １，４３８，６２１ △ ２０５，０８１

２１２，６２５ ２６３，２１０ ５０，５８５

９１，８２７ ６７，６１２ △ ２４，２１５

３０，０００ ５，０００ △ ２５，０００

８１９ ８０５ △ １４

３４２，４５６ ２８４，６９７ △ ５７，７５９

６７７，７２９ ６２１，３２５ △ ５６，４０４

２，３２１，４３１ ２，０５９，９４６ △ ２６１，４８５

３１２，０００ ３１２，０００ －

１，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

１，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

６７，１９１ ３０，４４８ △ ３６，７４３

６７，１９１ ３０，４４８ △ ３６，７４３

６７，１９１ ３０，４４８ △ ３６，７４３

１，５４９，２４５ １，５１２，５０２ △ ３６，７４３

３４５ ３２４ △ ２１

３４５ ３２４ △ ２１

１，５４９，５９１ １，５１２，８２６ △ ３６，７６４

３，８７１，０２３ ３，５７２，７７３ △ ２９８，２４９

利 益 剰 余 金 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

純 資 産 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

資 本 剰 余 金

増    減 (△)

(平成19年３月31日) (平成19年９月30日)

資 本 金

負 債 合 計

短 期 借 入 金

買 掛 金

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

未 払 法 人 税 等

流 動 負 債

当 中 間 期 末前　　期　　末

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

1 年 以 内 に 期 限 到 来 の
関 係 会 社 長 期 借 入 金

関 係 会 社 長 期 借 入 金

科　　　　　　　　　目

(　 負 　債　 の 　部 　)

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 準 備 金

固 定 負 債

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

株 主 資 本

株 主 資 本 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金
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(単位 百万円)

８９５，６４１ ８７０，６８３ △ ２４，９５７

８８２，７４７ ８５３，８９３ △ ２８，８５４

１２，８９４ １６，７９０ ３，８９６ ２４，３８２

６４，２０６ ６９，０２８ ４，８２１ １５６，３１３

６４，１８６ ６９，６５８ ５，４７１ １６０，２１２

２０ △ ６２９ △ ６５０ △ ３，８９８

１２，９１４ １６，１６１ ３，２４６ ２０，４８３

２６，３０４ ２６，７５８ ４５４ ７６，８５６

２ １３ １０ ７

２３，６７９ ２３，１７４ △ ５０４ ４７，７５３

２，６２２ ３，５７０ ９４８ ２９，０９５

１９，８４５ ２０，２２８ ３８２ ４３，３２８

８，９４１ １０，０９４ １，１５３ １８，５７２

８，９２３ ８，８７４ △ ４９ ２１，０４４

１，９８０ １，２５９ △ ７２１ ３，７１１

１９，３７３ ２２，６９１ ３，３１８ ５４，０１１

１，５３２ １３８，８１４ １３７，２８２ ４６，８２０

－ ６３，１７４ ６３，１７４ １３，１２７

２０，９０６ ９８，３３２ ７７，４２６ ８７，７０４

△ １７，８０９ △ ２，７２２ １５，０８７ △ ２６，４１７

２６，１１２ １０６，５９７ ８０，４８４ ８５，７８７

１２，６０２ △ ５，５４３ △ １８，１４５ ２８，３３３

経 常 利 益

１，７９５，２０２

１，７７０，８１９

科　　　　　　　　　目

 ３．中間比較損益計算書 

前　　　　　期当 中 間 期 間

増   減 (△)

前 年 中 間 期 間

電気 通信 事業 営業 損益

営 業 収 益

物 件 貸 付 料

雑 収 入

受 取 利 息

営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

附 帯 事 業 営 業 利 益 又 は
附 帯 事 業 営 業 損 失 (△)

雑 支 出

特 別 利 益

営 業 費 用

附 帯 事 業 営 業 損 益

営 業 収 益

電気通信事業営業 利益

物 件 貸 付 費 用

支 払 利 息

営 業 外 費 用

特 別 損 失

税引前中間（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 又 は
中 間 純 損 失 （ △ ）

平成19年４月１日から
平成19年９月30日まで

平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで

平成18年４月１日から
平成18年９月30日まで
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前事業年度  （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） （単位 百万円）

前期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 70,112 70,112 1,552,166 396 396 1,552,563

当期変動額

剰余金の配当（注） △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200

役員賞与金（注） △ 55 △ 55 △ 55 △ 55

当期純利益 28,333 28,333 28,333 28,333

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△ 50 △ 50 △ 50

－ － － △ 2,921 △ 2,921 △ 2,921 △ 50 △ 50 △ 2,972

312,000 1,170,054 1,170,054 67,191 67,191 1,549,245 345 345 1,549,591

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当中間会計期間  （自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） （単位 百万円）

前期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 67,191 67,191 1,549,245 345 345 1,549,591

当中間変動額

剰余金の配当 △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200

中間純損失（△） △ 5,543 △ 5,543 △ 5,543 △ 5,543

株主資本以外の項目の
当中間変動額（純額）

△ 21 △ 21 △ 21

－ － － △ 36,743 △ 36,743 △ 36,743 △ 21 △ 21 △ 36,764

312,000 1,170,054 1,170,054 30,448 30,448 1,512,502 324 324 1,512,826

 ４．中間株主資本等変動計算書 

当期変動額合計

株主資本

資本剰余金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

資本金

利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計

純資産
合計

評価・換算差額等

評価・換算
差額等
合計

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

当期末残高

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金

当中間変動額合計

当中間期末残高
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(単位　百万円)

５８３，８４４ ５２２，１２７ △ ６１，７１６ △ １０．６

１４０，４７０ １８４，１０６ ４３，６３５ ３１．１

８２，３４８ ７８，７９４ △ ３，５５４ △ ４．３

１３，２２２ １２，９５０ △ ２７１ △ ２．１

７５，７５６ ７２，７０５ △ ３，０５０ △ ４．０

８９５，６４１ ８７０，６８３ △ ２４，９５７ △ ２．８

６４，２０６ ６９，０２８ ４，８２１ ７．５

９５９，８４８ ９３９，７１２ △ ２０，１３６ △ ２．１

△ １７．３

７２４，８３７

１４６，４００

１８８，５７０

△

８．０△

２０．８

２９，３４２△

１６，２０４

１６，７４８△

△

３６８，５６９

７７，７２２

９６，８８８

３３９，２２６

６１，５１８

８０，１４０

Ｉ Ｐ 系 収 入

音声伝送収入

専 用 収 入

（ＩＰ系除く）

（ＩＰ系除く）

（再）基　　本　　料

（再）通　　話　　料

（再）相互接続通話料

営 業 収 益 合 計

電 報 収 入

その他の電気通信事業収入

附 帯 事 業 営 業 収 益 合 計

電気通信事業営業収益合計

 ５．中間営業実績 

前 年 中 間 期 間 前　　　　　期

科　　　　　　　目

当 中 間 期 間

増　減　額 増 減 率
（△） （％）

１，１４０，０９８

３０４，９６１

１６５，６３０

１５６，３１３

２７，６３０

１５６，８８０

１，９５１，５１５

１，７９５，２０２

平成18年４月１日から
平成18年９月30日まで

平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで

平成19年４月１日から
平成19年９月30日まで
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(単位　百万円)

Ⅰ

２０，９０６ ９８，３３２ ７７，４２６ ８７，７０４

２２２，８１３ ２１７，５２０ △ ５，２９２ ４５５，１５６

９，２０４ ７，７０８ △ １，４９５ ２０，２９１

－ △ １３７，２５５ △ １３７，２５５ －

－ ６０，１２１ ６０，１２１ －

△ ２５，２７７ △ ２１，３５９ ３，９１８ △ ８４，７５２

△ １９，４４８ ３６，７６８ ５６，２１７ △ ３８，７０６

１，５５９ ６１１ △ ９４８ ６，５１６

△ ８１，６５９ △ ８６，２６９ △ ４，６１０ △ １６，２５９

２，８０５ － △ ２，８０５ ２，８０５

２，９７９ ２，４２４ △ ５５４ ２，８９６

△ １８，１５６ １，３４５ １９，５０１ △ ９３，６６５

 １１５，７２７ １７９，９４８ ６４，２２１ ３４１，９８７

１２５ １，８１９ １，６９４ ２３，９８６

△   ９，０２１ △ １０，２４２ △ １，２２０ △ １８，２１１

△  ８，０１２ ３０，９１３ ３８，９２６ △ １２，８３６

  ９８，８１８ ２０２，４３８ １０３，６２０ ３３４，９２６

Ⅱ

△   ２３５，７９６ △ １７８，２５６ ５７，５４０ △ ４１６，２７７

１２，５６３ １８，０６７ ５，５０３ ５９，３９６

△  ２，９１３ △ １４６ ２，７６６ △ ６，４５２

３３９ ９２ △ ２４６ ３，１４７

△ ７５０ ４２６ １，１７６ △ ３５５

△  ２２６，５５７ △ １５９，８１６ ６６，７４０ △ ３６０，５４１

Ⅲ

１２０，０００ ４０，０００ △ ８０，０００ ２２９，２５０

△  ９８，８６１ △ ３５，７２２ ６３，１３８ △ １９３，７４６

１０５，０００ △ ２５，０００ △ １３０，０００ △ １５，０００

△ ３１，２００ △ ３１，２００ － △ ３１，２００

９４，９３８ △ ５１，９２２ △ １４６，８６１ △ １０，６９６

Ⅳ △  ３２，８００ △ ９，３００ ２３，４９９ △ ３６，３１２

Ⅴ １００，５５６ ６４，２４４ △ ３６，３１２ １００，５５６

Ⅵ ６７，７５６ ５４，９４４ △ １２，８１２ ６４，２４４

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額

短 期 借 入 に よ る 増 減 （ △ ） 額

配 当 金 の 支 払 額

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

長 期 借 入 に よ る 収 入

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

そ の 他

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

投 資 有 価 証 券 等 の 取 得 に よ る 支 出

投 資 有 価 証 券 等 の 売 却 に よ る 収 入

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

前　　　　期

減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 却 損

科　　　　　　　　　目

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

当 中 間 期 間前 年 中 間 期 間

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 又 は 減 少 (△) 額

そ の 他

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額

売 上 債 権 の 増 加 (△) 又 は 減 少 額

た な 卸 資 産 の 増 加 (△) 又 は 減 少 額

仕 入 債 務 の 増 加 又 は 減 少 (△) 額

未 収 消 費 税 等 の 増 加 (△) 又 は 減 少 額

未 払 消 費 税 等 の 増 加 又 は 減 少 (△) 額

小 計

増　　　減（△）

 ６．中間比較キャッシュ・フロー計算書 

法 人 税 等 の 受 取 又 は 支 払 （ △ ） 額

固 定 資 産 臨 時 償 却 費

厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益

平成19年４月１日から
平成19年９月 30日まで

平成 18 年４月１日から
平成 19 年３月 31 日まで

平成 18 年 ４月 １日 から
平成 18 年 ９月 30 日 まで
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追加情報

 ７．その他 

　平成19年7月1日、エヌ・ティ・ティ厚生年金基金が、代行部分について過去分返上の認可を受
けたことに伴い、今中間期において137,255百万円を特別利益に計上しております。
　また、主要な機械設備の更改計画に基づく減価償却に係る見直しを行ったことに伴い、今中間
期において60,121百万円を特別損失に計上しております。

　所得計画に基づき地方税相当の繰延税金資産計上額の見直しを行いました。これに伴い今中間
期において、62,337百万円の影響（法人税等調整額の増）が出ております。

  ＮＴＴグループが発行したテレホンカードについて、今後の使用額の合理的見積りによる負
債の計上を予定していることから、現時点における概算額約120億円を業績予想に織り込んでお
ります（特別損失の計上）。
　また、「リース取引に関する会計基準等」を平成19年4月1日以後開始する会計年度から適用
することとし、同会計基準等の適用に伴う過年度影響額の概算額約230億円を業績予想に織り込
んでおります（特別損失の計上）。
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平成１９年度（第９期）中間決算概要

平成１９年４月１日から
平成１９年９月30日まで

【損益状況】
（単位　億円）

区　　　　分

営 業 収 益

営 業 費 用

（営　業　利　益）

（営 業 外 利 益）

（経  常  利　益）

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法 人 税 等

中 間 純 利 益 又 は
中 間 純 損 失 （ △ ）

【当期業績予想】
（単位　億円）

                                                                                                                                                                                                                                                               
当 期 業 績 予 想

17.1% 

－

増減率

△55

955 －

－△181126

－

370.4% 

△2.1% 

0

33

1,372

△2.5% 

25.1% 

1.1% 

32

△233

1,038

161

193

15

226

1,388

631

983 209

当中間期 前中間期 増減額

9,397 9,598 △201

631

83

774

129

9,235 9,469

当期純利益

19,180 30 200 △300

64

－

65

区　　　　分 営業収益 営業利益 経常利益

平成１９年１１月９日
西日本電信電話株式会社
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【営業収益・営業費用の内訳】

(1)営 業 収 益 （単位　億円）

増減率

（ＩＰ系除く） 5,221 5,838 △617 △10.6% 

3,392 3,685 △293 △8.0% 

615 777 △162 △20.8% 

801 968 △167 △17.3% 

1,841 1,404 436 31.1% 

（ＩＰ系除く） 787 823 △35 △4.3% 

129 132 △2 △2.1% 

727 757 △30 △4.0% 

690 642 48 7.5% 

9,397 9,598 △201 △2.1% 

(注)音声伝送収入の再掲欄は、電話収入と総合ディジタル収入の合算値である。

(2)営 業 費 用
（単位　億円）

増減率

　　　 527 685 △158 △23.0% 

　　　 6,040 6,041 △1 △0.0% 

　　　 2,134 2,188 △53 △2.4% 

　　　 170 191 △21 △11.1% 

　　　 361 361 △0 △0.0% 

9,235 9,469 △233 △2.5% 

増減額

電 報 収 入

附 帯 事 業 営 業 収 益

当中間期 前中間期

音声伝送収入

当中間期 前中間期 増減額

Ｉ Ｐ 系 収 入

そ の 他 の 電 気 通 信 事 業 収 入

（再）基　本　料

（再）通　話　料

専 用 収 入

営　業　費　用　計

区　　　　分

区　　　　分

営　業　収　益　計

人 件 費

経 費

減 価 償 却 費

（再）相互接続通話料

租 税 公 課

固 定 資 産 除 却 費
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【資産・負債および純資産の状況】

（単位　億円）

増減額 増減率

30,828 △2,367 △7.1% 

4,899 △615 △11.2% 

35,727 △2,982 △7.7% 

14,386 △2,050 △12.5% 

6,213 △564 △8.3% 

20,599 △2,614 △11.3% 

12,966 △207 △1.6% 

15,128 △367 △2.4% 

35,727 △2,982 △7.7% 

【キャッシュ・フローの状況】
（単位　億円）

増減額 増減率

2,024 1,036 104.9% 

△1,598 667 29.5% 

△519 △1,468 △154.7% 

642 △363 △36.1% 

549 △128 △18.9% 

当中間期末 前期末

15,495 

23,214 

13,173 

33,195 

5,514 

38,710 資 産 合 計

負 債 合 計

有 利 子 負 債

流 動 資 産

区　　　　分

固 定 資 産

38,710 負 債 ・ 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

（再）

固 定 負 債 16,437 

6,777 流 動 負 債

区　　　　分

営業活動によるキャッシュ・フロー

前中間期

988 

当中間期

1,005 

677 

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高

△2,265 

949 
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【参考数値】

１．加入電話等施設数の状況

増減数 増減率

（千加入） 21,010 △1,855 △8.1% 

（千契約） 3,246 △343 △9.6% 

加入電話等施設数 24,256 △2,199 △8.3% 

（注１）加入電話施設数は、一般加入電話、ビル電話の合計である。（加入電話・ライトプランを含む）

（注２）INSﾈｯﾄ1500は、チャネル数、伝送速度、回線使用料（基本料）いずれについてもINSﾈｯﾄ64の10倍
　　　  程度であることからINSﾈｯﾄ1500の1契約をINSﾈｯﾄ64の10倍に換算したものである。
 　　　（INSﾈｯﾄ64・ライトを含む）

２．ＩＰ系サービス施設数の状況

増減数 増減率

（千契約） 3,215 2,118 1,097 51.8% 

（千ﾁｬﾈﾙ） 2,014 934 1,079 115.5% 

（千契約） 2,427 2,643 △216 △8.2% 

３．従業員の状況 （単位　人）

増減数 増減率

6,000 5,900 100 1.7% 

４．設備投資の状況 （単位　億円）

増減額 増減率

1,623 2,271 △647 △28.5% 

前中間期

前中間期末

区　　　　分 当中間期末

当中間期末区　　　　分

前中間期末

22,866 

3,589 

26,455 

区　　　　分 当中間期末

フ レ ッ ツ 光

前中間期末

従 業 員 数

設 備 投 資 額

当中間期区　　　　分

加 入 電 話 施 設 数

ＩＮＳ ﾈ ｯ ﾄ施 設数

ひ か り 電 話

フレッツ・ＡＤＳＬ
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